【別紙】

蒲郡市の教育に関する事務の点検評価報告書作成支援業務仕様書

１　業務概要
⑴　業務名　
蒲郡市の教育に関する事務の点検評価報告書作成支援業務（以下「本業務」という。）
⑵　業務の目的　
本業務は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２６条に規定された蒲郡市教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表することを目的とする。
２　適用範囲
本仕様書は、市が実施する本業務に関して必要な事項を定めるとともに、受託者が履行しなければならない事項を定める。
３　業務期間
契約締結日から令和７年３月３１日まで
※業務期間は上記のとおりであるが、翌年度に予算を繰り越したときは、業務期間を変更することとする。
４　語句の整理
⑴　蒲郡市の教育に関する事務の点検評価委員会は、以下「点検評価委員会」という。
⑵　蒲郡市の教育に関する事務の点検評価報告書は、以下「点検評価報告書」という。
５　業務概要
本業務は、単に支援・助言業務など専門的立場からのコンサルティング業務にとどまらず、事務的補助を含めた以下の項目を行い、点検評価の実施及び報告書作成に向けて積極的に業務を行う。
⑴　点検評価の実施及び報告書作成に向けたスケジュール立案及び管理
⑵　アンケート結果（児童生徒、保護者）の集計、分析、報告書の作成等
⑶　点検評価の支援
⑷　報告書の作成支援
⑸　点検評価委員会への出席、資料作成、会議録作成等事務局運営支援
⑹　報告書等の原稿（電子データ）など成果品の作成
⑺　その他、専門的見地からの助言及び全体を通じた支援
６　業務内容
上記５に記載した業務の概要について、概ね以下を想定する。
⑴　点検評価の実施及び報告書作成に向けたスケジュール立案及び管理
以下の事項を主としたスケジュール立案及びその進行管理を行う。
ア　点検評価委員会
イ　点検評価の実施
ウ　各種会議
エ　その他、策定に必要な事項
⑵　令和６年度に実施するアンケート調査結果（児童生徒、保護者）の集計、分析、報告書の作成等
　ア　実施内容
　　　蒲郡市の教育に関するアンケート調査
　イ　対象
　　　（ア）市内公立学校在学の小学校５年生と中学２年生
　　　（イ）上記対象児童生徒の保護者
　ウ　実施期間
　　　令和６年５月から６月を想定
　エ　調査方法
　　　学校経由で配布しすべてＷｅｂで回答を行う。外国語（英語、スペイン語、タガログ語）対応。
　オ　アンケート調査票
　　　別紙見本のとおり（外国語対応アンケート調査票は省略）
⑶　点検評価の支援
ア　事務局との打ち合わせ（2回程度実施）
イ　各課点検評価結果の整理
ウ　点検評価結果報告書案の報告
⑷　報告書の作成支援
ア　報告書の構成設定
イ　点検評価結果の反映
ウ　点検評価委員会意見の反映
エ　その他報告書の作成に必要な事項
⑸　点検評価委員会への出席、資料作成、会議録作成等事務局運営支援
ア　点検評価委員会（２回程度開催予定）への出席及び助言
イ　会議運営に係る提案。
ウ　資料作成（点検評価委員会、教育委員会など）
エ　議事録作成
オ　報告書への意見の反映
⑹　報告書等の原稿（電子データ）など成果品の作成
最終印刷案の原稿作成
[bookmark: _GoBack]⑺　その他、専門的見地からの助言及び全体を通じた支援
その他必要に応じて点検評価に関する助言を行うとともに、円滑な業務進行のための支援を行う。
７　成果品
以下のものを成果品として蒲郡市に納品すること。
点検評価報告書及び分析資料等の電子データ（CD-R、DVD-R等）　１式
※電子データのファイル形式は、ワード、エクセル、PDFとする。
８　その他
⑴　本業務の遂行にあたっては関係法令を遵守すること。
⑵　受託者は、業務上知り得た個人情報等の秘密を他人に漏らしてはならない。業務終了後も同様とする。
⑶　受託者は、業務を円滑に遂行するために、逐次市と連絡調整を行わなければならない。また、業務内容全般を常に把握している専任の担当者を置き、市の求めに応じて業務状況の報告を行うこと。
⑷　著作権をはじめ、本業務の成果品における一切の権利は市に帰属すること。
⑸　業務完了後、受託者の責任に帰すべき理由による成果物の不良箇所が発見された場合は、受託者は速やかに市が必要と認める訂正、補正、その他必要な措置を行うものとし、これに対する経費は受託者の負担とする。
⑹　本仕様書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、市と受託者が別途協議する。
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